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  新型コロナウイルス感染症に係る緊急小口資金等の生活福祉資金特例貸付 

債権管理に関わる業務委託 プロポーザル実施要領  

 

 

１．趣旨 

群馬県社会福祉協議会（以下、本会という）では、新型コロナウイルス感染

症に係る生活福祉資金特例貸付（以下、特例貸付という）の債権管理に関わる

業務を事業者へ委託する。 

特例貸付の貸付後において、償還に関わる事務処理や情報管理など債権管理

を業者委託することにより、適正かつ効率的な業務の実施を図り、業務量及びコ

ストの削減を可能とすることを目的とする。 

 

２．委託業務の内容に関する事項  

（１）業務内容 

償還免除、償還猶予業務、償還金の請求・入金管理業務などの償還業務及び借

受人等の情報管理、住民票調査、居住実態調査に関わる業務。 

新型コロナウイルス感染症に係る緊急小口資金等の生活福祉資金特例貸付債

権管理に関わる業務委託の仕様書を参照のこと。 

（２）委託期間 

令和７年４月１日から令和１０年３月３１日 

 

３．応募資格に関する事項 

（１）ＩＳＭＳの認証、またはプライバシーマークを取得していること。 

（２）特例貸付事業の債権管理業務に係る受託実績があること。 

（３）会社更生法に基づき更生手続開始の申立てをしていない者であること。 

（４）民事再生法に基づき再生手続開始の申立てをしていない者であること。 

（５）次のいずれにも該当しないこと（共同企業体であるときは、その構成員の

いずれかの者）。 

 ①役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又は

その支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号に

おいて同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）であると認められるとき。 

 ②暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に

規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与し

ていると認められるとき。 

 ③役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認め

られるとき。 
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 ④役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関

与していると認められるとき。 

 ⑤役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

 

４．手続きに関する事項 

（１）応募申請書等の提出 

①応募を希望する者は、次の書類を郵送またはメールにて提出すること。 

・応募申請書（別紙様式１） 

・業務委託提案書 

・決算書および税務申告書（直近２年分） 

・ISMSの認証、またはプライバシーマークを取得していることを証明する書類 

・特例貸付事業の債権管理業務に係る受託実績資料（任意様式） 
・秘密保持に関する誓約書（別紙様式２） 

・暴力団排除に関する誓約書（別紙様式３） 

②応募申請書等の提出期限 

  令和７年２月１２日（水）正午まで。 

（２）質問書および業務委託提案書の提出 

新型コロナウイルス感染症に係る緊急小口資金等の生活福祉資金特例貸付

債権管理に関わる業務委託の仕様書を参照のこと。 

 

５．問合せ先・提出先 

 〒371-8525 群馬県前橋市新前橋町 13-12  

社会福祉法人群馬県社会福祉協議会 福祉資金課 

 電話：027-255-6031 メール：shikin@g-shakyo.or.jp 

 

６．業務委託業者の選定 

（１）業務委託候補者の選定、審査方法について 

本会において提出書類の内容について、提出書類（見積書含む）及び業者

プレゼンテーションに基づき、業務委託提案内容を総合的に評価した上で選

定する。なお、審査内容は非公開とし、審査結果についての異議申立ては認

めない。 

また、業務委託候補者の選定にあたり、業者プレゼンテーションを次により

実施する。  

実施日：令和７年２月１７日（月）  

時  間：別途通知  

場  所：前橋市新前橋町１３－１２  

群馬県社会福祉総合センター 
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（２）選定結果の通知 

 選定結果は令和７年２月２１日（金）までに通知する。 

 

７．その他 

（１）次のいずれかに該当したときは、業務委託候補者の選定手続きへの参

加 資格を失うことがある。 

 ①「３．応募資格に関する事項」の要件を満たさなくなったとき。 

 ②提出書類に虚偽の内容が記載されていることが判明したとき。 

 ③その他、本プロポーザルの応募手続きにおいて不適当と認められる行為が

あったとき。 

（２）本プロポーザルへの参加者を広く募るため、本会ホームページへの掲載

等により周知を図る。 

（３）提出された質問書および提出書類は返却しない。 

（４）業務委託候補者選定後、本プロポーザルに参加した事業者を公開する場

合がある。ただし、提案内容および審査内容については公開しない。 

（５）令和７年度当初予算の成立を前提とした公募とし、承認が得られなかっ

た場合には、契約締結を行わないこととする。  

（６）業務委託候補者が、現在の受託事業者から引継ぎを受けるにあたり必要

な費用は、業務委託候補者の負担とする。 

 


